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ータ（ （China Household Income Project、以下、 「CHIP 調査」 ） ）を利用し、農民組織設立の決
定要因と農家に対する経済的効果を定量的に解明することを主たる目的とする。 
                                                  




















第 1 節  中国における農業産業化の変遷と農民専業合作組織の意義 
 
1.1  中国農業の構造調整問題と農業産業化 
  経済発展段階に応じた農業問題の変化と農業政策の転換を論じた速水[1986]と速水・神門




  1996 年に中国の食糧生産量が初めて 5 億トンを超えたことで、中国でも食糧余剰が深刻
な問題となった。それに加えて、都市世帯のエンゲル係数も 1993 年頃から顕著な低下傾向
を示し、2000 年には 39.4％と初めて 40％を下回った。その一方で、農村世帯と都市世帯の
所得格差も 1990 年代前半頃から急速に拡大し、 一人あたり所得格差は 1994 年には 2.86 倍、
2007 年には 3.33 倍に達している（池上[2008]） 。また、2004 年頃に広東省などの沿海地域で
発生した「民工荒」と呼ばれる労働力不足の現象が示すように、農村内部の都市セクター











始動したのは 1990 年代末である。その大きな契機となったのが、1998 年 10 月に開催され












1.2  農民専業合作組織の現状と経済的機能 
  龍頭企業を中心とした農業産業化のなかで、農民専業合作組織に注目が集まり、その組
織数は大幅な増加をみせている。農業部の資料によると、2006 年現在の農民専業合作経済
組織の組織数は 15 万社を超え、 それと関係する農家数は 3480 万人 （郷村全農家数の 13.8％）
に達しているという（中華人民共和国農業部編[2005: 51]） 。 






スの範囲も広がってきている（坂下[2005: 75-76]） 。 
さらに 2006 年 10 月には、 全人代常務委員会において農民専業合作社法が承認され、 2007
年 7 月 1 日から施行された。 この法律は、 農村専業合作組織に関する初めてのものであり、
既存の農村専業合作組織に対して明確な法的地位を与えると同時に、その管理・運営を規
範化することを目的としている
2。2008 年 9 月末時点で農民専業合作社法に基づく法人登記
                                                  
2  農民専業合作社法のなかで、農民専業合作社は「農家の家庭請負経営という基礎のもと、同類農作物の





































































調査基準年は 2002 年である。調査対象地域は 22 省（直轄市、自治区） 、調査行政村数は 961
ヵ村、調査農家数は 9200 世帯（3 万 7947 人）となっている。CHIP調査は国家統計局の農
村住戸調査がベースになったものであるため、既存研究の調査データと比べて調査として
                                                  























第２節  農民組織と村民委員会との関係 
 




2.1  調査データの概要と農民組織の分布状況 
  まず表 2 では、調査対象の行政村と農家の基本概況について示した。農民 1 人あたり純
収入は、行政村調査と農家調査でそれぞれ 2443 元と 2569 元であり、農家調査の方が若干
高いものの、それほど大きな違いはみられない。なお、国家統計局の農村住戸調査による
と、2002 年の農民 1 人あたり純収入も 2476 元であることから、調査データの精度には大き
な問題ないと思われる。そして、行政村調査の就業状況を見てみると、農業労働力が 911
人中 600 人と高い割合を占めている。その一方で、外地で就業している労働者も 198 人で
あり、全労働力の 22％程度を占めている。その多くは 6 ヵ月以上農村を離れる比較的長期
にわたる就業であることも、この表からうかがえる。 
  次に、表 3 では行政村内での農民専業合作組織の有無について省別に整理した。本稿で
                                                  




実際には末端行政を含む様々な活動を担っている（天児他編[1999: 671-672]） 。 
 7は、 「村内に 5 名以上の農民組織の加入世帯が存在する」ことを基準に、農民専業合作組織
の有無を分類した
7。農民組織の有無については、全体として増加傾向がみられ、1998 年の
22％から 2002年には 27％へと5ポイント増加している。 増加が著しい地域として、 重慶市、
新疆ウィグル自治区、北京市などが挙げられる。とくに新彊ウィグル自治区では 2002 年の
農民組織の存在率が 50％、重慶市では 45％と高い割合をみせている。その一方、2002 年か





スと農民組織との関係を表 4 にまとめた。CHIP 調査では村民委員会が提供するサービスと
して、①「統一灌漑」 、②「機械耕作サービス」 、③「病虫害の統一防除」 、④「生産資材統
一購入」 、⑤「播種計画」 （村民委員会が村内で栽培する農作物を統一的に計画）の 5 つの
項目が調査されている。表 4 では、農民組織の有無別に各サービスを提供している行政村
の割合を示した。 
1998 年と 2002 年の数値を概観すると、 各サービスを提供する割合に大きな変化はみられ
ないが、2002 年の方がサービス提供率はわずかではあるが低下している。そして、農民組
織の有無別にその割合を比較すると、 1998 年と 2002 年ともに両タイプによる違いは明かで
ある。すなわち、農民組織が存在する行政村の方が農業関連サービスを提供している割合
が圧倒的に高くなっている。とくに、2002 年の③の「病虫害の統一防除」でみると、 「農民
組織あり」では 25.6％であるのに対し、 「農民組織なし」では 11.4％となっており、⑤の「播







財政支出の特徴については、表 5 に示した。この表からわかるように、 「農民組織あり」
の行政村では平均財政支出額が 17 万 481 元であり、 「農民組織なし」の 15 万 7791 元より
も 1 割程度多くなっている。そして支出の内訳をみると、 「集団経済拡大再生産サービス支
出」の割合は、 「農民組織あり」では 26.3％と高い割合を占めるのに対し、 「農民組織なし」
では 10.5％にとどまっている。この「集団経済拡大再生産サービス支出」には村民委員会
                                                  






他方、 「基礎施設建設支出」 （道路建設や井戸掘りなど）の割合をみると、 「農民組織あり」

















業化の進展度合いを示す変数、 （3）外地とのネットワークに関する変数、という 3 種類で










ついては、付表 1 を参照されたい。 
  プロビットモデルの推計結果は表 6 に提示したが、推計結果をみるといずれの定式化で
も推計結果は非常に似通っていることがわかる。すなわち、有意な変数は果樹園ダミー（比
率） 、投資誘致プロジェクトダミー、農業生産基地認定、県以上の幹部経験者ダミー、病虫
                                                  
8  同一の行政村データ、同様の指標に基づいて漢族村と少数民族村の比較を行ったGustafsson and Ding 
[2006]  、行政村の特質が農家所得に与える影響を検討したSato[(2008]も併せて参照されたい。 

































                                                  
9  韓主編[2007]によると、調査対象となった 140 社の農民組織のうち、共同販売サービスを提供している組
織は 113 社（80.7％） 、生産資材の共同購入は 108 社（77.1％）と高い割合を占めている。 
10  ただし農民組織には、名義のみで実態が伴わない農民組織や、規模が小さく適切な運営がなされていな
いものも数多く存在する。江蘇省に関する調査（候[2005: 171-173]）によると、約 5200 社（2003 年末）の
農民専業合作経済組織のうち、高い機能を発揮しているものは 1/4 強で、組織と農家との関係が緊密では
なく、組織の規範化が十分になされていないが、普通程度の機能を発揮しているものが全体の半分程度、
残りの 1/4 は基本的に有名無実化しているという。 
 10しながらその効果を定量的に実証していく。 
 
3.1  農民専業合作組織への加入状況と農業生産性の格差 







済組織立法専題研究報告』2004 年 3 月、徐[2005]より引用） 。全人代資料では相対的に規範
化が進んでいる農民組織を対象に数値をまとめているが、それによると全国レベルの加入
率は 5.3％となっており、この数値は CHIP 調査とも整合的である。 
さらに表 7 の CHIP 調査による加入率を省別にみると、 行政村調査と農家調査との間で加
入率に大きな違いがみられる省が存在する。たとえば新彊ウィグル自治区について行政村






  農民組織への加入・未加入による農業純収益の格差については、農作物の種類別に表 8
に整理した。純収益については、各作物の販売収入から経費（種子、化学肥料・農薬、労
働雇用費用など）を差し引いた金額である。まず食糧作物について見てみると、加入農家
の純収益は 2131 元であるのに対し、未加入農家のそれも 2038 元であり、両者の間には有
意は格差が存在しない。それに対して商品作物（綿花、油糧、野菜、果物など）の純収益
でみると、加入農家は 3177 元であるのに対し、未加入農家では 1712 元と倍近い格差が存
在し、平均差のｔ検定の結果も 1％有意であった。畜産品の純収益についても、加入農家で









3.2  操作変数法による農業生産関数の推計結果 




















いては、 行政村別の農家平均農業資本額 （農家調査から推計） を代入する方式を採用した
12。 









                                                  






13  筆者が 2007 年 8 月に内モンゴル自治区寧城県で実施した農村調査では、 農業産業化推進のため、 村幹部
や党員が率先して野菜のハウス栽培を行っているケースがみられた。 






















  そして農民組織への加入ダミーの係数をみると、 いずれの推計方法でも 1％有意な正の係








   
本稿では、1990 年代から中国において農業産業化政策が推進されてきた背景を示したう
えで、農業のインテグレーションで重要な役割を果たしている農民専業合作組織に注目し、
                                                  
14  農業人口 1 人あたりの耕地面積でみると、アメリカは 64.5 ヘクタール、EUが 9.40 ヘクタールであるの
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表 2  調査対象の行政村と農家の概況 
（1）行政村調査 （2）農家調査
単位 平均 単位 平均
村民人口 人 1,812 世帯人数 人 4.16
村民世帯数 戸 468 1人あたり純収入 元 2,569
1人あたり純収入 元 2,443 純収入 元 10,697
農村労働力数 人 911 消費支出 元 7,759





















































合計 27% 22%  
（出所）CHIP 調査データより筆者作成。 



















①統一灌漑 40.3% 31.1% 41.5% 32.3%
②機械耕作サービス 11.9% 8.3% 14.4% 9.7%
③病虫害の統一防除 25.6% 11.4% 30.0% 13.2%
④生産資材統一購入 6.9% 4.9% 9.4% 6.1%



























表 5  村民委員会の財政支出の構成（2002 年） 
 
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
支出合計 160,096 170,481 157,791
集団経済拡大再生産サービス支出 21,675 13.5% 44,888 26.3% 16,524 10.5%
農家向け生産サービス支出 5,328 3.3% 6,536 3.8% 5,060 3.2%
教育事業支出 9,551 6.0% 9,313 5.5% 9,604 6.1%
医療衛生事業支出 1,832 1.1% 2,286 1.3% 1,731 1.1%
基礎施設建設支出 35,090 21.9% 24,648 14.5% 37,408 23.7%
その他公益事業支出 15,457 9.7% 14,985 8.8% 15,561 9.9%
村幹部の賃金・補助支出 26,849 16.8% 27,791 16.3% 26,640 16.9%
その他行政管理支出 17,007 10.6% 13,399 7.9% 17,807 11.3%





























農民1人あたり純収入 6.7E-05 1.058 6.54E-05 1.032
野菜作付比率 0.550 1.233 0.464 1.029




果樹園比率 1.457 2.906 ***
養殖池比率 1.305 1.262
農民1人あたり耕地面積 -0.052 -0.653 -0.020 -0.259
地形ダミー（丘陵地） 0.011 0.070 -0.003 -0.021
地形ダミー（山地） -0.307 -1.435 -0.351 -1.629
大中都市近郊ダミー 0.185 0.679 0.211 0.769
少数民族区ダミー -0.073 -0.232 -0.038 -0.118
投資誘致プロジェクトダミー 0.364 2.374 ** 0.395 2.594
**
税費改革ダミー -0.213 -0.790 -0.347 -1.237
国定貧困県ダミー -0.088 -0.484 -0.080 -0.444





機動田ダミー -0.193 -1.133 -0.174 -1.026
土地調整回数（1回） 0.094 0.673 0.097 0.692
土地調整回数（2回以上） 0.043 0.222 0.045 0.232
統一灌漑ダミー 0.052 0.365 0.055 0.391
機械耕作ダミー 0.021 0.102 0.056 0.272
病虫害の統一防除ダミー 0.396 2.269 ** 0.386 2.208
**
生産資材統一購入ダミー -0.273 -0.972 -0.259 -0.914





















（注）1) ***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意であることを示す。 
      2 ) 省ダミーについては省略した。 
 23 















































































 25表 9  耕種業生産関数の推計結果 
 
係数 係数
加入ダミー 1.522 2.582 *** 1.539 2.472 **
ln（労働日数） 0.195 14.761 *** 0.195 13.689 ***
ln（耕地面積） 0.554 33.095 *** 0.554 28.971 ***
ln（農業資本額） 0.033 4.000 *** 0.034 3.657 ***
地形ダミー（丘陵地） -0.088 -3.491 *** -0.089 -3.504 ***
地形ダミー（山地） -0.348 -11.961 *** -0.349 -11.129 ***
大中都市近郊ダミー 0.009 0.174 0.008 0.149
統一灌漑ダミー 0.009 0.436 0.009 0.427
機械耕作ダミー 0.025 0.688 0.024 0.601
病虫害の統一防除ダミー -0.045 -1.362 -0.045 -1.326
生産資材統一購入ダミー 0.065 1.515 0.065 1.361
播種計画ダミー  -0.033 -0.915 -0.033 -0.865









2 5.223 (p = 0.022)
Wu-Hausman F(1,6854)  5.201 (p = 0.023)
GMM C statistic χ
2 4.717 (p = 0.030)
Tests of overidentifying restrictions
Sargan χ
2 0.983 (p = 0.322)
Basmann χ
2 0.978 (p = 0.323)
Hansen's J χ














（注）1）***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意であることを示す。 






 26付表 1  プロビットモデルに利用した変数の定義と基本統計量 
 
変数名 定義 平均 標準偏差
農民組織ダミー 村内に農民組織に加入している農家が5世帯以上ある＝1、ない＝0 0.184
農民1人あたり純収入 行政村内の農家1人あたり平均純収入額 2,465 1,470
野菜作付比率 総作付面積に占める野菜作付面積の割合 0.110 0.148
出稼ぎ労働者比率 総労働力人口のうち、郷鎮外で1ヵ月以上就業している労働者の割合 0.229 0.174
果樹園ダミー 村内に果樹園がある＝1、ない＝0 0.275
養殖池ダミー 村内に養殖池がある＝1、ない＝0 0.137
果樹園比率 総面積（耕地、果樹園、養殖池の合計）に占める果樹園面積の割合 0.063 0.120
養殖池比率 総面積（耕地、果樹園、養殖池の合計）に占める養殖池面積の割合 0.027 0.072
農民1人あたり耕地面積 総耕地面積を村民総人口で割った値 1.419 1.151
地形ダミー（平地） 行政村の地勢が平地である村 0.437
       　　 　（丘陵地） 行政村の地勢が丘陵地である村 0.327







  　　　（郷鎮レベル） 行政村が郷鎮レベルの農業生産基地に認定されている＝1 0.162



















 27付表 2  耕種業生産関数に利用した変数の定義と基本統計量 
 
変数 定義 単位 平均 標準偏差
農業純収益
耕種業（食糧作物、商品作物）の販売収入から経費（種
子、化学肥料・農薬、労働雇用費用など）を差し引いた金
額
元 3,667 3,229
農業労働日数
耕種業の雇用労働への支払賃金を村の日雇い労賃で割って
雇用労働日数を算出した日数と全世帯員の耕種業農業就業
日数との合計
日 331 222
農業資本額
農家が保有する役畜、農具、農業機械などの現在価値。農
業資本額の数値が0であった場合には、行政村別の農家平
均農業資本額（農家調査から推計）を代入して計上
元 3,716 7,030
耕地面積 農家の承包田と転包田の合計（転包で貸し出している耕地
は除外） 畝 76
（出所）CHIP 調査データより筆者作成。 
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